
様式 １　公表されるべき事項

国立研究開発法人防災科学技術研究所（法人番号3050005005210）の役職員の報酬・給与等について

Ⅰ 役員報酬等について

1　役員報酬についての基本方針に関する事項

法人の長

理事

  ②令和２年度における役員報酬についての業績反映のさせ方（業績給の仕組み及び導入
　　実績を含む。）

　③ 役員報酬基準の内容及び令和２年度における改定内容

  ①  役員報酬の支給水準の設定についての考え方

〇役員報酬基準の内容

役員報酬支給基準は、月額及び期末手当から構成されている。月額

については、防災科学技術研究所役員報酬規程に則り、本給に地域

手当を加算して算出している。期末手当については、期末手当基礎額

（本給＋地域手当＋本給×１００分２５及び本給＋地域手当の月額に

その者の職務実績に応じて１００分の０以上１００分の５０以下の範囲

内で理事長が定める割合を乗じて得た額）に６月に支給する場合にお

いては、１００分の１７０．０、１２月に支給する場合においては、１００分

の１６５．０を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその

者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
〇令和２年度における改定内容
・期末手当支給率について給与法特別職の改定に準拠し、引き下げ
（年間０．０５ヵ月分）を実施した。

〇役員報酬基準の内容

役員報酬支給基準は、月額及び期末手当から構成されている。月額

については、防災科学技術研究所役員報酬規程に則り、本給に地域

手当を加算して算出している。期末手当については、期末手当基準額

（本給＋地域手当＋本給×１００分の２５及び本給＋地域手当の月額

にその者の職務実績に応じて１００分の０以上１００分の５０以下の範

囲内で理事長が定める割合を乗じて得た額）に６月に支給する場合に

おいては１００分の１７０．０、１２月に支給する場合においては１００分

の１６５．０を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその

者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
〇令和２年度における改定内容
・期末手当支給率について給与法特別職の改定に準拠し、引き下げ
（年間０．０５ヵ月分）を実施した。

当研究所は、期末手当において、期末手当基準額の算定基礎に本給及び地域手当の
月額にその者の職務実績に応じて１００分の０以上１００分の５０以下の範囲内で理事長
が定める割合を乗じて得た額を含ませている。

防災科学技術研究所は国立試験研究機関から独立行政法人を経て国立研究開発法人

となり、基本目標「災害から人命を守り、災害の教訓を活かして発展を続ける災害に強

い社会の実現」を目指し｢地震災害の軽減に資するための総合的な研究開発｣及び｢火

山災害、気象災害、土砂災害等の防災上の社会的・政策的課題に関する総合的な研究

開発｣に取り組んでいる。
役員の本給については、役員報酬規程により国家公務員指定職に準じた本給表を定め
ており、これまでの各年度における防災科学技術研究所の業績評価の結果を勘案し決
定している。
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監事

監事（非常勤）

〇役員報酬基準の内容

役員報酬支給基準は、月額及び期末手当から構成されている。月額

については、防災科学技術研究所役員報酬規程に則り、本給に地域

手当を加算して算出している。期末手当については、期末手当基準額

（本給＋地域手当＋本給×１００分の２５及び本給＋地域手当の月額

にその者の職務実績に応じて１００分の０以上１００分の５０以下の範

囲内で理事長が定める割合を乗じて得た額）に６月に支給する場合に

おいては１００分の１７０．０、１２月に支給する場合においては１００分

の１６５．０を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその

者の在職期間に応じた割合を乗じて得た額としている。
〇令和２年度における改定内容
・期末手当支給率について給与法特別職の改定に準拠し、引き下げ
（年間０．０５ヵ月分）を実施した。

〇役員報酬基準の内容

非常勤役員の報酬支給基準は、月額により定めている。月額について

は、防災科学技術研究所役員報酬規程に則り、監事の本給月額を上限

として、当該役員の勤務形態により算出している。
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２　役員の報酬等の支給状況
令和２年度年間報酬等の総額

報酬（給与） 賞与 就任 退任
千円 千円 千円 千円

1,611 （地域手当）

17,238 10,740 4,887 0 （通勤手当） ※
千円 千円 千円 千円

1,571 （地域手当）

16,458 9,816 4,500 571 （通勤手当） ◇
千円 千円 千円 千円

1,271 （地域手当）

13,648 8,472 3,855 50 （通勤手当） ※
千円 千円 千円 千円

0 （地域手当）

1,248 1,248 0 0 （通勤手当）

注１：「その他」欄には手当等が支給されている場合は、例えば通勤手当の総額を記入する。
注２：「前職」欄には、役員の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　 退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後
       独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

３　役員の報酬水準の妥当性について
【法人の検証結果】
　法人の長

　理事

法人の長

理事

その他（内容）
前職

就任・退任の状況
役名

監事
（非常勤）

監事

理事長の職務は、法人全体の業務を総理し、産学官との連携を進

めるなど、高いマネジメント能力やリーターシップに加え、研究分野

に対する高度な専門性が求められる。

役員の本給については、役員報酬規程により国家公務員指定職に

準じた本給表を定めている。理事長の本給号俸は、国立試験研究

機関時代に人事院より研究所長に定められた号俸を基準号俸とし

て、これまでの各年度における業績評価の結果、適切に業務を実施

していることを勘案し基準号俸に決定している。
また、期末手当については、文部科学大臣の研究所に対する業績
評価の結果、「基盤的観測網・先端的研究施設の運用・共用促進」、
「防災行政への貢献」において高い評価を受け、研究所全体評価と
しても着実に業務が実施されたとみとめられ、その結果を勘案し、支
給額を決定した。
その年間報酬額は、人数規模が同規模である民間企業の役員報酬
２９,００２千円※１と比較した場合、それ以下であり、また、事務次官
の年間給与額２３,３７４千円※２と比べてもそれ以下となっている。

こうした職務の特性や、民間企業との比較を踏まえると、報酬水準

は妥当であると考えられる。

※１、※２：「令和元年民間企業における役員報酬（給与）調査」より

理事の職務は、国立研究開発法人防災科学技術研究所法により、理
事長を補佐して研究所の業務を掌理すると定められており、理事長同様
に研究所全体を把握し、適切に研究所の運営を行っていく事が求めら
れる。
理事の本給については、国立試験研究機関時代に人事院より研究所長
（理事長）に定められた号俸を基に、理事長の本給号俸以下の号俸で決
定している。
また、期末手当については、研究所に対する文部科学大臣の評価結果
を勘案し、支給額を決定した。
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　監事

　監事（非常勤）

【主務大臣の検証結果】

４　役員の退職手当の支給状況（令和２年度中に退職手当を支給された退職者の状況）

区分 支給額（総額） 退職年月日 業績勘案率 前職

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

千円 年 月

該当なし

注：「前職」欄には、退職者の役員時の前職の種類別に以下の記号を付す。
　　　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、該当がない場合は空欄。　退職公務員「*」、役員出向者「◇」、独立行政法人等の退職者「※」、退職公務員でその後

　独立行政法人等の退職者「＊※」、該当がない場合は空欄

５　退職手当の水準の妥当性について
【主務大臣の判断理由等】

区分

６　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

注：「判断理由」欄には、法人の業績、担当業務の業績及び個人的な業績の検討結果を含め、業績勘案
　　 率及び退職手当支給額の決定に到った理由等を具体的に記入する。

法人での在職期間

判断理由

該当なし

監事
（非常勤）

監事

法人の長

理事

監事の職務は、防災科学技術研究所の業務の適正かつ円滑な運営を

確保するため、業務の執行状況を監察するとともに、監査を行う事が求

められる。

監事の本給については、国立試験研究機関時代に人事院より研究所長

（理事長）に定められた号俸を基に、理事長の本給号俸以下の号俸で決

定している。
また、期末手当については、研究所に対する文部科学大臣の評価結果
を勘案し、支給額を決定した。

職務内容の特性や業務の実績、国家公務員指定職適用官職、他の同
規模の法人、民間企業との比較などを考慮すると、役員の報酬水準は妥
当であると考えられる。

業績給については、文部科学省大臣の評価結果を勘案し、支給額を決定しており、引き

続き研究所の評価を踏まえつつ対応する。

監事の職務は、防災科学技術研究所の業務の適正かつ円滑な運営を

確保するため、業務の執行状況を監察するとともに、監査を行う事が求

められる。

非常勤監事の本給については、常勤監事の本給月額を上限に勤務形態

に応じて月額で定めている。
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Ⅱ 職員給与について
１　職員給与についての基本方針に関する事項

　③　 給与制度の内容及び令和２年度における主な改定内容

　①　職員給与の支給水準の設定等についての考え方

　②　職員の発揮した能率又は職員の勤務成績の給与への反映方法についての考え方（業績給
　　の仕組み及び導入実績を含む。）

防災科学技術研究所は国立試験研究機関から独立行政法人を経て国立研究開発法

人となり、基本目標「災害から人命を守り、災害の教訓を活かして発展を続ける災害に強

い社会の実現」を目指し｢地震災害の軽減に資するための総合的な研究開発｣及び｢火

山災害、気象災害、土砂災害等の防災上の社会的・政策的課題に関する総合的な研究

開発｣に取り組んでいる。
職員の給与の支給水準については、独立行政法人後においても国庫により運営されて
る研究機関として、国家公務員に準じた給与基準としており、俸給表、諸手当の支給基
準は国家公務員と同様である。引き続き研究所の業務実績を考慮し、国民一般の理解
と納得を得られる給与水準となるよう努める。

職員の業務実績や能力評価を的確に給与に反映させることを基本とした評価制度を定
めている。具体的には、職員の評価結果を基に勤勉手当の支給率及び昇給に反映させる
ことにより、職員の仕事に対する士気向上を図っている。

◯給与制度の内容

防災科学技術研究所職員給与制度は、国家公務員に準じて防災科学技術研究所給与

規程を定めており、俸給及び諸手当（役職手当、扶養手当、地域手当、広域異動手当、

研究員等連携手当、住居手当、通勤手当、単身赴任手当、特殊勤務手当、時間外手

当、管理職員特別勤務手当、期末手当、勤勉手当及び寒冷地手当）としている。

期末手当については、期末手当基礎額（俸給＋扶養手当の月額＋地域手当＋広域異

動手当＋職務の級に応じた加算額）に６月に支給する場合においては、１００分の１３０

（管理職員１００分の１１０）、１２月に支給する場合においては、１００分の１２５（管理職

員１００分の１０５）を乗じ、さらに基準日以前６箇月以内の期間におけるその者の在職期

間に応じた割合を乗じて得た額としている。
勤勉手当については、勤勉基準額（俸給＋地域手当＋広域異動手当＋研究員等連携
手当＋職務の級に応じた加算額）に勤勉手当の支給実施要領に定める基準に従って定
める割合を乗じて得た額としている。
〇令和２年度における主な改正内容
「一般職の職員の給与に関する法律の一部を改正する法律」（令和２年１１月２７日成
立）に準拠し、令和２年度において以下の改正を行った。

・事務系職・研究職勤勉手当について国家公務員（行（一）、研究職俸給表）に準じて支

給月数を引き下げた。（０．０５月分引き下げ）
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２　職員給与の支給状況

　①　職種別支給状況

うち通勤手当
人 歳 千円 千円 千円 千円

86 45.6 8,634 6,387 124 2,247
人 歳 千円 千円 千円 千円

26 37.0 5,989 4,405 134 1,584
人 歳 千円 千円 千円 千円

60 49.3 9,780 7,245 120 2,535

人 歳 千円 千円 千円 千円

161 49.1 5,413 5,413 132 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

95 50.2 4,281 4,281 133 0
人 歳 千円 千円 千円 千円

66 47.7 7,042 7,042 131 0

注1：常勤職員については、在外職員、任期付職員及び再任用職員を除く。
注2：再任用職員、非常勤職員については該当者がいないため記載しない。

研究職種

うち所定内
令和２年度の年間給与額（平均）

総額
人員

任期付職員

事務・技術

研究職種

区分

常勤職員

うち賞与平均年齢

事務・技術

給月数を引き下げた。（０．０５月分引き下げ）
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②

注1：①の年間給与額から通勤手当を除いた状況である。以下、④まで同じ。

注2：年齢40～43歳、56～59歳の該当者は2人以下であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

平均給与額、第１四分位及び第３四分位については表示しない。

注3：年齢36～39歳、48～51歳の該当者は4人以下であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

第１四分位及び第３四分位については表示しない。

注1：年齢20～35歳の該当者はいなかった。

注2：年齢36～39歳の該当者は4人以下であるため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあることから、

第１四分位及び第３四分位については表示しない。

年齢別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）〔在外職員、任期付職員及び再任用職
員を除く。以下、④まで同じ。〕
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③

（事務・技術職員）

平均
人 歳 千円

　 課長 1 - -

課長補佐 7 46.9 7,929

係長 6 40.5 6,301

係員 12 27.8 4,162

注：

（研究職員）

平均
人 歳 千円

　 研究部長 5 54.3 11,989

研究科長 8 56.0 10,980

主任研究員 47 47.6 9,188

④

（事務・技術職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均）

％ ％ ％

         最高～最低 　　～　　 　　～　　 　　～　　

％ ％ ％

57.8 56.8 57.3

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 42.2 43.2 42.7

％ ％ ％

         最高～最低 46.9～39.1 47.9～40.1 47.4～39.6

注：

平均年齢人員

人員 平均年齢

12,632～10,418

12,096～10,197

年間給与額

一律支給分（期末相当）

分布状況を示すグループ

最高～最低

賞与（令和２年度）における査定部分の比率（事務・技術職員／研究職員）

区分

管理
職員

一律支給分（期末相当）

4,845～3,552

9,488～7,081

職位別年間給与の分布状況（事務・技術職員／研究職員）

分布状況を示すグループ

千円

部長及び課長については、該当者が2人以下のため、当該個人に関する情報が特定されるおそれのあ
ることから、人数以外は記載しない。

6,997～5,515

事務・技術職員の管理職員については、該当者が1人のため、当該個人に関する情報が特
定されるおそれのあることから記載しない。

11,420～7,978

一般
職員

年間給与額

最高～最低
千円

９人９人９人９人
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（研究職員）

夏季（６月） 冬季（１２月） 計
％ ％ ％

48.5 47.3 47.9

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 51.5 52.7 52.1

％ ％ ％

         最高～最低 55.8～43.6 57.0～44.5 56.4～44.0

％ ％ ％

57.5 56.6 57.1

％ ％ ％

査定支給分（勤勉相当）
（平均） 42.5 43.4 42.9

％ ％ ％

         最高～最低 48.9～38.5 49.9～39.4 49.4～38.9

３　給与水準の妥当性の検証等

事務系職員

　給与水準の妥当性の
　検証

◯当研究所は、給与水準公表対象職員が26人と少ない上に、56才～59
才の年齢区分該当者が管理職のみのため当該年齢区分の指数が高く
なっており、全体の指数を引き上げている。

〇令和元年度と比較し、年齢勘案、年齢・地域勘案、年齢・学歴勘案、年
齢・地域・学歴勘案ともに割合が下がっている。

住居手当の受給者割合　　　　　　　　　  ５３.８％（２３.６％）
地域手当2級地以上の受給者割合　　１００.０％（３８.７％）

（）の数値は、「令和２年国家公務員給与等実態調査」の結果を用いて算
出した国家公務員における値

（法人の検証結果）
【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　５４.２％】
（国からの財政支出額　１０,９２４百万円、支出予算の総額 ２０,１４８百万
円：令和２年度予算）

【累積欠損額　０円（令和元年度決算）】

【管理職手当支給者の割合１１.５％（常勤職員数２６名中３名）】
 
【大卒以上の高学歴者の割合７３.１％（常勤職員数２６名中１９名）】

【支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合 １.４％】
（支出総額　１７,０５７,１３４,１７５円、給与・報酬等支給総額　２４２,４６２,２６
３円）

【検証結果】
当研究所の給与水準は、国家公務員の給与に準じたものであり、適切と考
える。

対国家公務員
指数の状況

内容

・年齢・地域・学歴勘案　　　　１０２.４

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　１０１.８

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　１０１.４

区分

管理
職員

・年齢・地域勘案　　　　　　　　１０２.２

一般
職員

一律支給分（期末相当）

項目

一律支給分（期末相当）

９人
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研究職員

　給与水準の妥当性の
　検証

人事院勧告を踏まえた給与基準の見直しを行うとともに、引き続き退職者
の補填については可能な限り若返りを図るなど計画的に人事管理を行っ
ていく。

人事院勧告を踏まえた給与基準の見直しを行うとともに、引き続き退職者
の補填については可能な限り若返りを図るなど計画的に人事管理を行っ
ていく。

◯当研究所は、防災科学技術における国内唯一の総合研究機関であり、
研究分野は多岐に渡る。それぞれの研究分野ごとに優れた専門的知識を
有する博士課程修了者を選考により採用することとしており、相応の給与を
支給しているため指数が高くなっている。

　　博士課程修了者割合 ７５．０％（常勤職員数６０名中４５名）

（主務大臣の検証結果）
法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業
員の給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、
国家公務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性に
ついて、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に
関する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
当該法人は、国家公務員の給与及び業務の実績等を総合的に勘案したう
えで、職員の給与水準を設定しており、対国家公務員指数が全て100を上
回っていることについての理由の説明及び給与水準の妥当性の検証結果
から、国と職員構成が異なること及び住居手当の受給者割合が高いこと等
を考慮すると適切な対応が執られていると考える。引き続き、適切な給与
水準の設定に努めていただきたい。

（法人の検証結果）
【支出予算の総額に占める国からの財政支出の割合　５４.２％】
（国からの財政支出額　１０,９２４百万円、支出予算の総額 ２０,１４８百万
円：令和２年度予算）

【累積欠損額　０円（令和元年度決算）】

【管理職の割合８.３％】
 （常勤職員数６０名中５名）

【大卒以上の高学歴者の割合１００.０％】
（常勤職員数６０名中６０名）

【支出総額に占める給与、報酬等支給総額の割合 ４.５％】
（支出総額　１７,０５７,１３４,１７５円、給与・報酬等支給総額　７７３,９６９,１３
６円）

【検証結果】
当研究所の給与水準は、国家公務員の給与に準じたものであり、適切と考
える。

　給与水準の妥当性の
　検証

講ずる措置

講ずる措置

　国に比べて給与水準が
　高くなっている理由

対国家公務員
指数の状況

・年齢勘案　　　　　　　　　　　　１００.０
・年齢・地域勘案　　　　　　　　１００.６

・年齢・地域・学歴勘案　　　　１００.２

項目 内容

・年齢・学歴勘案　　　　　　　　９９.６

（主務大臣の検証結果）
法人の職員の給与水準は、職務の特性や国家公務員、民間企業の従業
員の給与等を勘案し、設定の考え方を明らかにすることが求められており、
国家公務員と比べて給与水準が高い法人は、その合理性及び妥当性に
ついて、説明責任を果たすべきこととされている。（独立行政法人改革等に
関する基本的な方針（平成25年12月24日閣議決定））
当該法人は、国家公務員の給与及び業務の実績等を総合的に勘案したう
えで、職員の給与水準を設定しており、対国家公務員指数の一部が100を
上回っていることについての理由の説明及び給与水準の妥当性の検証結
果から、適切な対応が執られていると考える。引き続き、適切な給与水準の
設定に努めていただきたい。
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４　モデル給与

５　業績給の仕組み及び導入に関する考え方

事務・技術職員

（扶養親族がいない場合）
２２歳（大卒初任給）
月額 １８２,２００円 年間給与 ３,５００,２８６ 円

３５歳（係長）
月額 ３２６,２５５円 年間給与 ５,４９７,７３８円

５０歳（課長補佐）
月額 ４４７,２３５円 年間給与 ７,５６１,０８９円

※扶養親族がいる場合には、扶養手当（配偶者６,５００円、子１人につき１０,０００円）を支給

当研究所は、国立試験研究機関から独立行政法人を経て国立研究開発法人となっている
が、給与制度については国家公務員給与に準じている。業績給については、引き続き国家公
務員給与に準じ、研究所の評価を踏まえつつ対応する。
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Ⅲ　総人件費について

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度

千円 千円 千円 千円 千円

(A)
千円 千円 千円 千円 千円

(Ｂ)
千円 千円 千円 千円 千円

(Ｃ)
千円 千円 千円 千円 千円

(D) 310,101 286,046 383,110 356,084 365,056

千円 千円 千円 千円 千円

(Ａ＋Ｂ＋Ｃ＋Ｄ)

総人件費について参考となる事項

Ⅳ　その他

2,865,829

福利厚生費

注：中期目標管理法人及び国立研究開発法人については中期目標期間又は中長期目標
　　 期間の開始年度分から当年度分までを記載する。行政執行法人については当年度分を
　　 記載する。

78,946

最広義人件費

129,929
非常勤役職員等給与

141,426 118,897 139,501 147,771

2,790,233 2,812,1152,158,2892,391,129

退職手当支給額
11,091 30,261 55,704 57,785

2,211,918 2,250,475 2,291,898

区　　分

給与、報酬等支給総額
1,928,511 1,723,085

・給与、報酬等支給総額及び最広義人件費の増減理由
事業推進のため令和2年度は令和元年度と比較して職員数を増やしており、支給

総額は１０１．８％増及び、最広義人件費は10１.９％増となった。
・退職手当支給額が増加している理由は、平成２８年度～令和元年度と比較して退
職者数の増加によるものである。

特になし
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